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認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制に関する  

緊急調査結果及び対処方針について   

第1回「グループホーム火災を踏まえた対応策についての3省庁緊急プロジェクト」における協  

議を踏まえ、厚生労働省が実施した標記調査について、この度その結果と対処方針を取りまとめま  

したので、以下のとおり公表いたします。   



1．調査結果について（概要）  

（1）消防用設備の状況について（（Dスプリンクラー、（∋自動火災報知設備、（卦消防機関へ通報する火災  

報知設備）   

① スプリンクラー設備の設置状況及び設置に要した費用   

スプリンクラーの設置状況については、認知症高齢者グループホーム（以下GH）全体の  

60．5％が未設置となっている。消防法施行令においては、原則として床面積275n了以上のG  

Hについて、スプリンクラーの設置が義務づけられている（※）。床面積別のスプリンクラー  

の設置状況をみると、275ポ以上のGHでは52．2％が、275rポ未満では、93．3％が未設置とな  

っている（設置の状況については消防庁調べ）。   

また、設置に要した費用（1n盲あたりの単価）については、9，000円未満が44．4％、9，000  

円以上～10，000円未満が20．0％となっている。（※平成23年度末まで経過措置期間有り）  

・設置の有無【消防庁調べ】  

設置合計  設置義務有  設置義務無  

（275n了以上）  （275n了未満）  

うち  設置有 設置無  設置有  設置無  
違反   経過措置中   

棟数（注）   4，129   6，322   3，987   4，351   20   4，331   142   1，971   

割合   39．5％   60．5％   47．8％   52．2％   0．5％   99．5％   6．7％   93．3％   

（注）消防庁調査は、GHの棟数で調査している。（調査対象数10，451棟）  

・設置に要した費用（1ポ当たりの単価）  

価格帯（費用÷面積）   施設数   割合   

9，000円未満   1，362   44．4％   

9，000円以上～10，000円未満   615   20．0％   

10，000円以上～11，000円未満   275   9．0％   

11，000円以上   81了   26．6％   

合計   3，069   100．0％   
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② 自動火災報知設備（住宅用を除く）の設置状況及び設置に要した車用   

自動火災報知設備（住宅用を除く）については、全てのGHにおいて設置が義務づけられて  

いる（※）が、調査時点での未設置が14．1％（設置の状況については消防庁調べ）。また、設置に要  

した費用については、100万円未満が全体の62．0％となっている。（※平成23年度末まで経過措置  

期間有り）  

・自動火災報知設備の設置状況【消防庁調べ】  

設置有  設置無  うち  うち  

違反  経過措置中   

棟数（注）   8，977   1，474   25   1，449   

割合   85．9％   14．1％   1．7％   98．3％   

（注）消防庁調査は、GHの棟数で調査している。（調査対象数10，451棟）  

・自動火災報知設備の設置に要した費用  

設置費用   施設数   割合   

50万円未満   1，003   26．1％   

50万円以上～100万円未満   1，382   35．9％   

100万円以上～200万円未満   1，120   29．1％   

200万円以上～   341   8．9％   

合計   3，846   100．0％   

③ 消防機関へ通報する火災報知設備の設置状況及び設置に要した費用   

消防機関へ通報する火災報知設備については、GHの大部分において設置が義務づけられ  

ている（※）が、調査時点での未設置が2了．0％（設置の状況については消防庁調べ）。また、設置に  

要した貴用については、30万円未満が全体の56．0％となっている。（※平成23年度末まで経過措  

置期間有り）  

・消防機関へ通報する火災報知設備の設置状況【消防庁調べ】  

設置合計  設置義務有  設置義務無  

うち  うち  設置有   設置有  設置無  設置有  設置無  
違反   経過措置中   

棟数（注）   7，634  2，817  7，602   2，739   22   2，717   32   78   

割合   73．0％  27．0％   73．5％   26．5％   0．8％   99．2％   29．1％   70．9％   

（注）消防庁調査は、GHの棟数で調査している。（調査対象数10，451棟）  

3   




